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東アジアの経済活動空間
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はじめに

　近年，東アジア地域では貿易が急速に拡大している。とりわけ東アジア

の域内貿易は域外貿易以上に拡大している。東アジアの域内貿易は，1980年

時点では NAFTAのそれを下回る規模にあったが，2003年には 3兆6490億ド

ルと NAFTAの 2兆8660億ドルを30％近く上回るようになっている。域内貿

易の急拡大により，東アジア（ASEAN10，日本，中国，韓国，香港，台湾）の

域内貿易が貿易全体に占める割合は1980年の34.9％から2003年には52.4％に

達した（図 1参照）。これは，EUの域内貿易比率58.7％には及ばないものの，

NAFTAの域内貿易比率44.6％を大きく上回っている。

　1980年代の東アジアの最大の貿易国はアメリカであり，日本，EUがア

メリカに次ぐ貿易相手国であった。これは，東アジアとアメリカには比較

優位上の大きな差があり，比較優位の差にもとづいて貿易が行われていた

からである。しかし，貿易相手国としてのアメリカの位置は低下し，中国，

ASEAN，韓国，台湾，香港の重要性が高まっている（図 2参照）。

　図 1は，もうひとつ興味深い事実を示している。ASEAN10は，域内貿易

比率を上昇させているものの，2003年で22.2％にとどまっている。また，日

本，中国，韓国の 3カ国も，同様，その域内貿易比率は25.8％にとどまって

いる。ところが，ASEAN10に日本，中国，韓国，香港と台湾を統合した東
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図 1　東アジア，EU15，NAFTA，日中韓，ASEAN10の域内貿易（輸出＋輸入）比率

　（注）　東アジアは ASEAN10，日本，中国，韓国，香港，台湾。
　（出所）　“IMF Direction of Trade, 2004,” CD-ROM。台湾は，Council for Economic Planning and 

Development, Republic of China, Taiwan Statistical Data Book 2004より筆者作成。
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アジアという地理的地域になると，域内貿易が過半数を上回り，しかも域内

貿易率が急速に上昇しているのである。

　東アジアの域内貿易が急速に上昇しているのはなぜか。東アジアの貿易パ

ターンは何を意味しているのであろうか。すなわち，東アジアの貿易に何が

起こっているのであろうか。伝統的なリカードの比較優位論，要素賦存の違

いを強調するヘクシャー＝オリーンの貿易理論が説明しうる貿易から，どの

ような貿易へと東アジアの貿易は変質していると考えられるのであろうか。

　本章は，第 1章を補完するものとして，上記のような観点から，東アジア

の「実質的な統合」の特徴を貿易面から検討しようというものである。具体

的には，東アジアの域内貿易が急速に上昇している点に注目し，輸送費の低

下と規模の経済・収穫逓増の力により，垂直的生産ネットワークが形成され，

この結果，東アジア貿易の重心が，伝統的な貿易理論が説明しうる比較優位

論や要素賦存状況の違いを反映した産業間分業にもとづく南北間の一方向貿

易から，輸送費や規模の経済が影響を与える域内の産業内貿易へと変化して

いることを明らかにする。第 1節では，経路依存性から各国固有の立地優位
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性に応じて分散立地した製造拠点が，輸送費の低下，規模の経済・収穫逓増

の力により連結され，垂直的生産ネットワークを形成し，それが域内の産業

内貿易の急拡大，域内貿易比率の上昇を導いているという見方を提示する。

第 2節では，東アジアにおける垂直的生産ネットワーク仮説を実証するため，

ハードディスク・ドライブ産業の事例を検討する。第 3節では，東アジアの

垂直的生産ネットワークの形成は，ハードディスク・ドライブ産業に限らず

広く機械産業に波及していることを確認するため，東アジアの産業内貿易の

現状について検討し，東アジアの産業内貿易の発展が東アジアの輸出拠点と

しての役割を大きく高め，世界貿易シェアを高めていることを明らかにする。

むすびの部分では，本章の成果にもとづき，地域経済統合が進む東アジアに

向けた政策的含意を提示したい。

図 2　東アジアの貿易相手
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　（注）　東アジアは ASEAN10，日本，中国，韓国，香港，台湾。
　（出所）　“IMF Direction of Trade, 2004,” CD-ROM。台湾は，Council for Economic Planning and 

Development, Republic of China, Taiwan Statistical Data Book 2004より筆者作成。
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第 1 節　東アジアの経済活動空間

1．東アジア域内経済の拡大

　東アジアが域内貿易比率を高めているのはなぜか。二国間の貿易量は

二国の経済規模に比例し二国間の距離に反比例する傾向があるという重力

（gravity）モデル（クルーグマン［2005］）が，東アジアの貿易パターンを説明

する有力なフレームワークと考えられる。この重力モデルに従えば，東アジ

ア経済の成長速度が域外経済の成長速度より速い速度で成長していれば，東

アジアの域内貿易は拡大し，域内貿易比率の上昇をもたらしたと解釈できる。

　図 3は，東アジア，NAFTA，EU15カ国の GDP規模を1970年から2000年

までの30年間について見たものであるが，東アジア経済は NAFTAや EU15

の経済を上回るスピードで成長し，2000年には東アジアの経済規模は EU15

図 3 　東アジア，NAFTA，EU15カ国の GDP規模

　（注）　東アジアは，中国，日本，韓国，台湾およびインドネシア，マレーシア，フィリピン，シ
ンガポール，タイの ASEAN諸国。

　（出所）　Alan Heston, Robert Summers and Bettina Aten,“Penn World Table Version 6.1”, Center for 

International Comparisons at the University of Pennsylvania（CICUP）, October 2002より筆者作成。
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の規模に匹敵するに至った。重力モデルに従えば，東アジアの経済規模が他

の地域より急速に拡大することは，東アジアの域内貿易が域外貿易以上に拡

大することを意味する。それは，NAFTAや EU15の対東アジア貿易を相対

的に拡大し， 2つの地域の域内貿易比率を低下させるという作用を併せもつ。

近年，EU15の域内貿易比率が横ばいとなり，NAFTAの域内貿易比率が低下

しているのは，両地域が対東アジア貿易を域内貿易に比べ相対的に拡大して

いるからにほかならない。

　重力モデルからわれわれは，急速な経済成長を続ける中国が東アジア貿易

の拡大，域内貿易比率の上昇に貢献していることが容易に理解できるであろ

う。重力モデルは，急速な成長を続ける中国の力を活用し，東アジア全体が

貿易の障壁を削減していくことが，日本，東アジア全体にとっても共通利益

となることを提示している。

2．地理的距離の重要性と輸送費の低下

　東アジア貿易の質的変化という文脈においては，東アジア経済の拡大より

重要な要因があると思われる。それは，ひとつには距離という重力モデルが

重視する要素である。

　地理的距離は国際貿易の重要な要素となる。 1万マイル間で発生する輸送

費用は，100マイル間で発生するコストより高いわけで，地理的距離が経済

活動に与える影響は依然として大きい（クルーグマン［2005］）。厳密にいえば，

他の条件が同一であれば，地理的距離の近い二国間の貿易は地理的距離の遠

い二国間の貿易よりは大きくなるという命題である。この命題については，

本研究会の国際ワークショップで提出された Ecochard［2005］論文が，地

理的距離と産業内貿易との間に関連があるという実証結果を得ている。つま

り，地理的距離という観点からは，東アジアという近接性が域内貿易を拡大

するのは極めて自然といえる。

　それでは輸送技術が発達している現代において，地理的距離はどのような
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意味をもつのであろうか。

　この問いに対する回答としては，第 1に，輸送技術が発達している現代に

おいても，地理的近接性が物理的な輸送費に影響を与えるからである。輸送

費は，輸送技術が発達した今日においても決して安くない。むしろ，輸送費

はさまざまな理由から増大傾向にあるという調査結果が得られている。東南

アジアでは，企業が支払う輸送費は人件費とほぼ同等の水準にまで膨らんで

いるというのが現実である⑴。輸送費の増大を考えると，組立ての傍で部品

を製造するのが経済的であり，輸送費の存在は産業集積の力として作用する。

　第 2に，より重要な点であるが，地理的距離が近いほどコミュニケーシ

ョン費用が低いからである。地理的距離はコミュニケーション（face to face 

communication）に大きな影響を与える。コミュニケーションは，企業にとっ

ては，今後の受注や価格，商品の評価，新規製品のスペック情報など重要な

情報を得るためには必要である⑵。また，地理的距離が近ければ，緊急時に

も数時間で顧客にサービスを提供できる。輸送技術が発達した今日において

も，コミュニケーションの重要性を考えると，地理的近接性は重要である。

特に，グローバル市場でプレイヤーが限られた国際的に寡占化した産業では，

サプライヤーは大きな顧客である得意先の要求に正確かつ迅速に対応するた

めにも基盤企業（産業クラスターの核となる企業）の近くに立地しようとする。

　工業団地を建設し外国企業の受け皿を整備し，企業を受け入れるための物

流インフラ，制度，人材，生活環境を整備し，基盤企業の立地に成功すれば，

サプライヤーが集積し産業クラスターが形成されるという「産業クラスター

政策へのフローチャート・アプローチ」という仮説がある（Kuchiki［2005］）。

これは，産業クラスターの基盤となる組立て企業が進出すると， 1次サプラ

イヤーが輸送費や得意先とのコミュニケーションを考え得意先の近くに立地

するからであり，輸送費やコミュニケーション費用を考慮した議論といえる。

これが，企業が「市場の近くで生産する」（made in market）と呼ぶ戦略であ

る⑶。

　特に，製品サイクルが 1年と短い電子デバイス等の製品は，新製品の投入
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から次の新製品の投入までの12カ月の間に，製品の販売価格は毎月 1％以上

低下することから，受注を受けてから生産し納品するまでのリードタイムの

縮小は，大量生産を行う上で大きな課題になっており地理的距離は重要であ

る。

　それでは，図 1で見たように，距離は東アジアの域内貿易比率の上昇にど

のように関連してくるのであろうか。距離には，地理的距離のほか，技術

的距離，すなわち，時間がある。輸送技術の発展により，技術的距離は縮ま

り，時間は短縮されている。現在の東アジアにおいては，さまざまな輸送シ

ステムを併用し極めて効率的な輸送が実現されている。組立て企業は，輸送

業者と契約し，近隣に立地する部品サプライヤーを 1日に何度もまわり部品

を調達するミルクランと呼ばれる部品調達を行っている⑷。ミルクラン輸送

システムの範囲の外に位置する部品サプライヤーは，輸送業者と契約し，組

立て企業の在庫を確認しながら，ジャストインタイムで部品を供給している。

さらには，大手部品サプライヤー，組立て企業，輸送業者はそれぞれがオン

ラインでつながれ，リアルタイムで受注，生産，発送までのサプライチェー

ン・マネージメントが普及している。これら輸送システムの併用により，組

立て企業，部品サプライヤーは在庫をほとんどもつ必要がなくなり，受注か

ら生産そして納品までのリードタイムが大幅に短縮している⑸。

　時間の短縮も経済学では広義の輸送費の低下と解釈できる⑹。つまり，迅

速な輸送サービスが得られるのは，輸送サービスの市場が発達し，輸送業者

がオンライン管理などの大規模な設備投資を行った結果，輸送単価が低下し

た結果と考えられるからである。

　つまり，輸送技術の発達により東アジアにおける輸送費が他の地域に比べ

相対的に低下したことが，東アジアの域内貿易の拡大を促したと解釈できる。

別のいい方をすれば，輸送技術の発達による輸送費の低下が，東アジアの地

理的近接性の重要性を高めたということができるであろう。
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3 ．規模の経済・収穫逓増の重要性と垂直的生産ネットワークの形成

　東アジアの域内貿易比率の上昇を説明しうるもうひとつの要因としては，

規模の経済と収穫逓増という要素が考えられる。

　製造には多くの加工プロセスが必要であり，特に機械産業では，一部の資

本集約的なプロセスを除くと，多くの加工プロセスで多量の労働資源の投入

を必要とする。研究開発と主要部品材料に多額の投資を投じた事業は，利益

を得るためには量産が課題となる。量産達成のためには，精密エンジニアリ

ングに従事できるエンジニアとワーカーの多量投入が不可欠である。現時点

では，優秀な労働資源を多量に調達できるのは東アジア以外にはない。ライ

フサイクルの短い電子デバイス等の生産が主として東アジアで行われるのは

このためである。

　しかしながら，税制優遇措置や投資受入れ体制などの投資円滑化措置，人

的資源，裾野産業の発達状況，地理的条件など，いわゆる各国固有の立地優

位性はそれぞれ国により異なる。東アジアでは，経路依存性から，製造拠点

は各国固有の立地優位性に応じ分散立地されている。製造拠点の移転には，

特に移転先において従来どおりの品質を短期のうちに確保するためには，新

たに多額の資源投入が必要となることから，企業は輸送費と設備投資を考

え可能な限り既存の製造拠点における操業を継続しようとする⑺。Krugman

［1991］が述べているように，輸送費，設備投資，市場の相互作用により立

地は決定されるのである。

　電子部品では，輸送サービスの発達にともなう輸送費の低下により，経路

依存性から分散立地していた製造拠点が連結され，規模の経済の作用により

供給構造が次第に寡占的になりながら量産を行う垂直的な生産ネットワーク

の形成が進展している。量産を行う垂直的な生産ネットワークでは，組立て

企業は，各国の立地優位性を考慮して各国に分散立地したサプライヤーから

部品を大量調達することで規模の経済を実現している⑻。こうして，東アジ
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ア貿易は，従来の比較優位にもとづく貿易から，域内の垂直的生産ネットワ

ークを反映した輸送費，規模の経済・収穫逓増が重要な産業内貿易へと変質

しながら発達している。

第 2節　ハードディスク・ドライブの垂直的生産ネットワーク

　東アジアの貿易，域内貿易比率の上昇は東アジアの垂直的生産ネットワー

クの発達と関連しており，そのことが域内の産業内貿易と域内貿易の拡大を

もたらしている。ここでは，東アジアの産業内貿易の現状について検討する

前に，東アジアの垂直的国際間生産・流通ネットワークの現状について，ハ

ードディスク・ドライブを事例に実態を見ることにする。

　ハードディスク・ドライブ産業をとりあげる理由は，同産業が，規模の経

済・収穫逓増にもとづき垂直的国際間産業内貿易を行っている典型的な産業

で，東アジアで将来「公式な統合」により市場が統合された場合，生産拠点

は再編され，ハードディスク・ドライブ産業が形成しているような生産ネッ

トワークが形成されると考えられるからである。

　ハードディスク・ドライブは，高度精密技術が要求され，製品の仕様

（specification）は 1年で高度化し，そのたびに部品の細部まで仕様の変更が

必要となる。したがって，各工程において多くの資源投入が必要となる。こ

のため，各企業は得意な生産工程に特化し資源を投入している。分割された

工程は，各国固有の立地優位性を考慮し立地するため，国際間工程分業，い

わゆるフラグメンテーション（Deardorff［2001］）が発達している（第 3章参照）。

現在のハードディスク・ドライブ産業は，Seagate，Maxtor，Western Digital

のアメリカ企業が最終組立ての70％以上を占め，日立-IBM，東芝，富士通

が小型ハードディスク・ドライブの市場に参入する寡占化した生産構造とな

っている。最終組立てを行う基盤企業⑼を頂点に，コンポーネントを製造す

る 1次サプライヤー，コンポーネントの部品を製造する 2次サプライヤーが
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垂直的国際間生産・流通ネットワークを形成している。

　東アジアにおけるハードディスク・ドライブ産業の垂直的国際間生産・流

通ネットワークの形成は Seagateのシンガポール進出に始まる。Seagateは

1982年にシンガポールに生産工程の一部を移し，その後すぐ最終組立てを移

管した。これにより同社は低価格量産体制に成功し市場のリーダとなった

（McKendrick, David and Haggard［2000: 87-118］）。

　本章の文脈で重要なことは，Seagateのシンガポール進出とその成功が，

他のアメリカのハードディスク・ドライブ組立て企業のシンガポール進出

を促したことである（McKendrick, David and Haggard ［2000: 87-118］）。1980年

代当時，存在した組立て企業はほとんどすべてシンガポールに集結した。こ

うしてシンガポールはハードディスク・ドライブ産業の集積地となった。

Krugman［1991］が指摘しているように，ちょっとしたできごとがその後の

産業集積を引き起こす経路依存性の事例である。

　アメリカのハードディスク・ドライブ組立て企業がシンガポールに集結

した理由は，シンガポールには1960年代末からアメリカの半導体企業が集積

しており，ハードディスク・ドライブのサポーティング産業が育つ素地があ

ったからである。ハードディスク・ドライブの製造には精密金属加工工程が

不可欠であり，実際，アメリカ系組立て企業は金属加工のさまざまな工程を

シンガポールの地場企業に外注した。当初，外注先の精密技術レベルはハー

ドディスク・ドライブが要求するレベルを満たさなかったが，Seagate等の

組立て企業はシンガポールの地場サプライヤーを指導育成した。現在，シン

ガポール証券取引市場に上場しているハードディスク・ドライブ部品企業14

社のうち10社が1980年代に設立されている。加えて，シンガポールは輸出産

業に法人所得税の免除など税法上有利な特典を供与していた（Wong［1999］）。

このように，シンガポールにはハードディスク・ドライブ産業が集積する上

での立地優位性があった。

　しかし，シンガポールの賃金が上昇したこと，加えて，タイなどが1980年

代半ばに外資出資規制を緩和し手厚い税法上の特典を供与すると，産業分散
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の力が働き，企業はニューフロンティアを求めるようになった。タイがハー

ドディスク・ドライブ産業の新たな受け皿となり，そこにハードディスク・

ドライブ産業が集積を始めた。その後，フィリピン，さらには低賃金労働

の中国にも産業が集積し，シンガポール隣国のマレーシアにもハードディス

ク・ドライブ産業が集積した。

　このことを具体的に見ていこう。Seagateは1982年に最終組立てラインを

シリコンバレーからシンガポールに移した。その後，同社は1983年にはコン

ポーネントのヘッダーをタイで生産するようになり，1987年にはタイでも最

終組立てを開始した。その後，Seagateは1995年からは中国の深圳でも最終

組立てを行うようになっている。Seagateは1999年にタイでは最終組立てを

中止し部品生産に特化する。しかし，ハードディスク・ドライブの市場拡大

に対応し，税法上の有利な特典を提示したタイで2004年から再び最終組立て

を行うようになっている。一方，Western Digitalは低賃金化のため2000年に

シンガポールの最終組立ラインを閉鎖し，マレーシアのクアラルンプール近

郊に移転した（Western Digital［2002］）。

　一方，ハードディスク・ドライブ事業に新規参入した日本企業は，日立が

1995年にフィリピンのマニラ近郊に進出し，1996年に富士通と東芝が同じく

マニラ近郊に進出している。日本企業がフィリピンを選んだのは，英語が話

せるエンジニアの確保が容易だったこと，フィリピンが新技術を採用するプ

ロジェクトに対し 5年の所得税免除を与えており，次々と新技術を導入すれ

ばフィリピンの立地が税法上有利と判断したからである⑽。

　このように，ハードディスク・ドライブ生産については，シンガポールに

大集積が起こり，その後，新天地を求めて，タイ，フィリピン，中国，マレ

ーシアに産業集積が分散し，現在では，中国とタイが産業集積を強化してい

る。

　本章の文脈の点で，より重要な点は，この分散の過程で，ハードディス

ク・ドライブ産業が国際間にまたがって垂直的生産ネットワークを構築した

点である。Ernst［1999］はハードディスク・ドライブを事例に，東アジア
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では少数の国に産業が集積する集中的分散（concentrated dispersion）が起こり，

これら分散している集積地が有機的に統合されていることを指摘した。実際，

シンガポールにはサーバーをはじめ高性能ハードディスク・ドライブの最終

組立て，メディアが集積している。マレーシアのペナンには，アメリカ半導

体企業が集結しているという立地優位性を活かし，ハードディスク・ドライ

ブのプリント基板産業，メディアが集積した。労働資源が豊富なタイには，

金属加工のエンジニア技術が必要なヘッダー，モーターの組立て企業が集積

している（McKendrick, David and Haggard ［2000: 119-151］）。最終組立てはシン

ガポール，タイ，中国，マレーシアにおいて行われている。

　実際には，企業によって部品調達先は異なる。各社とも同じ部品を 2社，

あるいは 3社から調達しており，異なる国から国際調達している。例えば，

日立グローバル・ストレージ・テクノロジーのタイのプラチンブリ工場の場

合，タイ国内のほか，シンガポール，マレーシア，フィリピン，インドネシ

ア，台湾，香港，アメリカから国際調達している。こうして最終組立て基地

と固有の優位性に応じて立地した部品集積基地との間で，コンポーネントと

部品が取引されている（図 4参照）。

　そして，これらコンポーネントに部品を供給する 2次サプライヤーはそれ

ぞれ経路依存性から東南アジアに分散立地している。この結果， 2次サプラ

イヤーが 1次サプライヤーに国境を越え部品を輸送し， 1次サプライヤーは

シンガポール，タイ，中国，フィリピン，マレーシアに分散立地しているハ

ードディスク・ドライブ組立て企業に部品を輸送する垂直的生産ネットワー

クが形成されている。
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第 3 節　東アジアの産業内貿易と輸出拠点化

1．東アジアの産業内貿易の発達

　東アジアでは輸送費の低下により地理的近接性の重要性が高まり，この結

果，東アジア貿易の重心は，従来の比較優位にもとづく貿易や要素賦存の違

いによる貿易から，域内の垂直的な生産ネットワークにもとづいた産業内貿

易へと大きく変わり，東アジアがひとつの経済活動空間を形成しているとい

うのが本章の主張である。前節では，ハードディスク・ドライブ産業を事例

に，垂直的生産ネットワークが形成されていることを確認した。ここでは，

東アジアが垂直的な産業ネットワークを形成している結果，域内において同

図 4　ハードディスク・ドライブの部品調達

　（出所）　日立グローバルストレージ・テクノロジー。
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一産業における貿易（産業内貿易）が発達していることを明らかにする。

　伝統的な貿易理論に従えば，比較優位のある産業において産業間貿易が行

われるか，要素賦存の違いがある南北間で貿易が活発に行われる。しかし，

東アジアでは，ASEAN内貿易，ASEAN-中国間貿易などに見られるように，

東アジアの開発途上国間において産業内貿易が大きくなっている。これは，

輸送費用と規模の経済・収穫逓増を重視する新しい貿易理論が説明する⑾垂

直的な産業内貿易である。

　表 1は域内輸出比率を各商品別に見たものである⑿。各商品別に域内輸出

比率を見ることによって産業内貿易の現状を見ることができる。東アジア

全体（日本を含む）の域内輸出比率を品目別に見ると，部品の域内輸出，す

なわち産業内輸出が2001年の時点で46.1％に達している。部品の中では，電

子部品の域内輸出が52.6％，情報通信機器部品のそれが40.0％，家電部品が

42.5％に達している。

　特に注目されるのは，東アジア（日本を除く）が域内で部品の38.9％を輸

出するようになっており，日本を除いた東アジア域内間で部品の輸出が大量

に行われ，垂直的産業内貿易が発展していることが理解できる。

　一方，最終財においては東アジア全域の域内輸出比率は27.9％にとどまっ

ている。これは NAFTAの61.2％，EU15の66.0％とは大きくかけ離れており，

東アジアでは先進国間で見られる水平的産業内貿易が東アジアではほとんど

発展していないことが理解できる。商品別に見ても，最終財の家電，パソコ

ンおよび周辺機器，情報通信機器の域内輸出比率はそれぞれ26.2％，27.2％，

24.2％で，主として域外向けに輸出されている。

2．東アジアの輸出拠点化

　そして，東アジアの産業内貿易の発達の背後では，東アジアの生産面にお

ける躍進が進行した。日本を含む東アジア全域，EU15，NAFTAの 3極地域

を世界合計とした対世界輸出シェア（表 2参照）を見ると，1990年から2001
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表 1 　東アジア，NAFTA，EU15の産業別域内輸出割合

（％）　
東アジア 東アジア全域 NAFTA EU15

品目 1990 2001 1990 2001 1990 2001 1990 2001
最終財（加重平均） 18.6 17.1 25.1 27.9 43.0 61.2 71.3 66.0 
農産物 32.1 28.3 54.9 46.3 19.9 38.1 82.1 78.2 
農産物加工品 24.8 23.0 52.8 48.7 33.9 48.9 72.2 70.4 
アパレル 14.0 13.0 26.1 33.5 31.8 63.2 74.3 53.8 
履物，皮革製品 19.5 16.8 30.8 28.5 61.9 73.0 72.6 66.7 
家具 11.3 11.0 30.8 29.3 66.2 40.5 70.5 62.3 
雑貨製品 17.3 15.9 26.2 27.6 36.5 37.7 61.7 56.7 
自転車 5.1 8.9 8.5 27.6 31.2 71.0 83.7 68.7 
テレビゲーム 22.6 64.6 32.3 58.7 64.6 74.1 76.2 66.3 
パソコンおよび周辺機器 9.5 17.0 12.1 27.2 21.7 38.6 79.1 48.6 
情報通信機器 14.5 14.0 16.0 24.2 33.8 77.7 60.6 50.7 
家電製品 18.3 19.0 20.4 26.2 44.5 43.3 73.2 56.0 
精密機器 24.0 21.0 29.7 36.1 20.6 49.6 52.4 46.3 
オートバイ 40.4 10.6 17.7 7.1 13.1 36.5 76.7 77.6 
商用車 16.5 26.4 21.3 21.7 86.5 25.5 76.2 75.6 
乗用車 5.4 3.7 3.8 3.8 84.5 36.3 72.4 66.9 
素材（加重平均） 35.6 32.8 54.2 45.0 41.6 56.7 67.1 60.3 
天然繊維 30.7 24.8 58.0 44.9 7.6 81.4 71.7 64.8 
紡糸，織物 43.2 33.5 47.6 35.9 36.7 27.5 69.6 56.9 
ガラス，セメント 27.2 22.2 44.9 37.1 54.5 30.6 58.0 57.2 
鉱物 28.9 36.5 76.3 63.7 45.5 70.0 70.5 71.2 
石油精製 35.1 39.2 78.3 68.1 51.9 53.8 71.0 56.6 
化学繊維 40.3 26.1 48.9 29.2 21.7 75.6 62.3 60.4 
基礎化学製品 41.2 30.7 51.5 39.2 28.2 45.3 66.8 46.9 
化学製品 41.1 34.7 42.0 43.1 30.0 47.7 63.2 48.5 
鉄鋼製品 37.2 40.3 55.0 50.9 58.2 43.2 71.6 48.1 
金属加工 19.0 19.1 30.1 30.9 60.3 39.9 68.5 46.3 
部品（加重平均） 37.0 38.9 40.0 46.1 48.5 53.4 62.7 54.5 
電子部品 36.5 42.9 42.1 52.6 36.1 54.0 65.4 56.5 
情報通信機器部品 32.1 30.2 38.5 40.0 35.1 47.3 56.1 76.3 
家電部品 31.0 34.9 40.7 42.5 53.5 72.5 62.6 55.6 
精密機器部品 33.0 23.9 41.4 34.4 29.3 71.8 51.0 67.8 
自転車部品 25.1 23.4 35.4 28.9 38.7 74.4 74.9 62.5 
オートバイ部品 29.8 22.3 48.1 30.6 26.5 42.4 72.8 44.5 
自動車部品 65.6 19.1 37.3 23.4 84.5 91.8 73.7 71.6 
工作機械部品 71.4 32.5 63.4 41.2 31.6 41.5 58.1 48.9 
産業用機械部品 36.0 29.3 34.9 30.8 42.2 82.1 56.6 68.7 
資本財（加重平均） 31.6 24.3 36.0 29.9 22.3 31.9 50.2 50.2 
金型 32.9 39.9 48.5 52.4 76.1 89.0 68.1 68.5 
工作機械 31.7 31.9 34.4 31.3 33.0 62.6 53.5 85.0 
産業用機械 43.9 29.2 45.8 36.7 35.8 70.5 53.4 56.9 
鉄道車両部品 15.0 23.7 20.9 22.5 68.1 85.2 51.7 47.8 
鉄道車両 7.4 87.3 37.4 61.7 79.7 16.4 47.2 34.8 
航空機部品 20.6 25.8 18.5 18.8 19.1 19.8 68.6 41.1 
船舶 18.4 13.5 14.5 14.4 20.0 46.0 19.3 33.4 
航空機 18.4 12.7 19.4 12.3 7.3 81.8 44.5 85.2 
分類不能 0.0 84.8 0.0 84.8 100.0 100.0 78.2 65.8 
全品目 26.6 27.1 35.6 37.1 41.4 55.4 66.1 60.3
　（注）　東アジアは，インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイの ASEAN 4 ，韓国，香港，
シンガポール，台湾の NIES，中国の 9カ国。東アジア全域は東アジアに日本を含む10カ国。

　（出所）　アジア経済研究所 AIDXTより筆者作成。
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表 2 　東アジア，NAFTA，EU15の産業別対世界輸出割合

（％）　
東アジア 東アジア全域 NAFTA EU15

品目 1990 2001 1990 2001 1990 2001 1990 2001
最終財（加重平均） 18.9 24.1 30.0 30.8 17.6 22.9 52.3 46.3 
農産物 15.9 14.1 16.2 15.3 36.9 39.4 46.9 45.3 
農産物加工品 14.6 15.5 15.4 16.4 22.5 24.8 62.0 58.8 
アパレル 49.4 53.3 50.1 53.7 3.5 12.2 46.5 34.1 
履物，皮革製品 22.8 26.8 27.0 30.0 14.1 18.3 58.9 51.8 
家具 14.6 24.4 15.5 24.7 8.4 20.9 76.1 54.5 
雑貨製品 25.0 29.9 31.5 33.3 14.6 22.7 54.0 44.0 
自転車 55.0 64.3 58.2 64.6 4.1 6.5 37.7 28.9 
テレビゲーム 38.4 23.1 72.9 35.6 13.5 20.8 13.5 43.7 
パソコンおよび周辺機器 21.6 38.0 39.9 44.9 22.6 21.3 37.5 33.8 
情報通信機器 16.6 26.4 48.1 32.7 11.6 21.4 40.3 45.9 
家電製品 29.3 36.6 55.0 45.1 8.6 18.7 36.4 36.2 
精密機器 13.4 16.0 30.8 25.8 22.6 30.9 46.6 43.2 
オートバイ 8.2 13.4 67.9 62.1 7.2 6.8 24.9 31.1 
商用車 4.2 7.4 24.3 16.0 23.4 35.1 52.3 48.9 
乗用車 1.3 4.7 26.5 22.7 16.2 22.2 57.3 55.0 
素材（加重平均） 14.9 20.0 21.4 25.9 17.9 20.8 60.6 53.3 
天然繊維 23.1 19.5 23.5 19.7 43.6 45.8 33.0 34.6 
紡糸，織物 33.9 45.1 41.1 50.5 6.1 10.7 52.8 38.8 
ガラス，セメント 11.7 15.5 17.1 20.6 8.3 17.0 74.7 62.4 
鉱物 25.7 24.9 26.3 25.7 43.8 41.2 29.9 33.0 
石油精製 24.5 27.5 26.0 29.1 21.6 26.4 52.3 44.5 
化学繊維 18.4 33.2 31.1 48.5 18.0 20.0 51.0 31.5 
基礎化学製品 7.9 17.8 15.7 25.6 20.0 20.6 64.3 53.8 
化学製品 6.7 8.7 13.1 14.3 18.0 20.3 68.9 65.4 
鉄鋼製品 8.8 17.2 20.1 28.0 13.5 15.9 66.4 56.1 
金属加工 14.4 22.6 21.7 27.9 12.3 21.1 66.0 51.1 
部品（加重平均） 13.7 26.4 29.0 37.5 22.3 26.2 48.7 36.2 
電子部品 19.8 39.5 38.1 51.2 22.6 22.7 39.3 26.1 
情報通信機器部品 32.8 36.4 48.6 47.1 17.6 21.8 33.8 31.1 
家電部品 20.9 27.5 39.3 37.2 15.2 26.5 45.5 36.3 
精密機器部品 19.8 17.2 31.8 27.2 23.8 30.8 44.3 42.0 
自転車部品 32.2 53.9 63.6 64.9 3.7 7.8 32.7 27.4 
オートバイ部品 16.3 28.1 65.8 62.6 3.5 6.0 30.7 31.4 
自動車部品 5.5 5.6 19.4 17.6 26.5 35.0 54.2 47.5 
工作機械部品 10.8 10.1 19.3 22.5 19.3 24.1 61.4 53.4 
産業用機械部品 4.0 7.2 15.4 17.4 23.5 30.3 61.1 52.3 
資本財（加重平均） 6.0 9.7 18.4 21.1 23.0 26.9 58.6 37.5 
金型 14.8 22.0 30.2 40.8 14.4 20.2 55.5 39.0 
工作機械 8.1 12.6 30.6 36.2 10.1 16.3 59.3 47.5 
産業用機械 4.7 8.4 18.7 21.1 14.0 19.8 67.2 59.1 
鉄道車両部品 1.8 2.2 6.7 9.4 28.9 35.9 64.4 54.8 
鉄道車両 3.0 2.5 9.8 9.6 40.1 38.5 50.2 51.9 
航空機部品 7.6 4.1 9.9 8.4 58.1 45.6 32.0 46.0 
船舶 17.9 35.3 41.9 58.5 6.3 6.7 51.7 34.8 
航空機 1.1 1.0 1.1 1.1 52.3 50.9 46.5 48.0 
分類不能 2.4 8.0 2.4 8.0 22.7 35.6 74.9 56.4 
全品目 15.4 22.4 26.1 30.6 19.2 23.5 54.7 45.9
　（注）　東アジアは，インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイの ASEAN 4 ，韓国，香港，
シンガポール，台湾の NIES，中国の 9カ国。東アジア全域は東アジアに日本を含む10カ国。

　（出所）　アジア経済研究所 AIDXTより筆者作成。
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年にかけ東アジア全域は輸出シェアを上昇させている（26.1％→30.6％）。特

に，東アジアは部品において輸出シェアを大きく伸ばし， 4割近い輸出シェ

アになっている（29.0％→37.5％）。部品のなかでも1990年から2001年にかけ

て飛躍したのが電子部品で，電子部品輸出において東アジアの対世界シェア

は2001年には51.2％に達している。

　1990年代の東アジアの貿易のもうひとつの特徴は，輸出拠点の核が日本か

ら東アジア（日本を除く）へとシフトしたことである。つまり，輸出拠点が

日本から東アジアへとシフトしながら東アジアが世界市場における輸出シェ

アを高めたのである。この現象はさまざまな産業において確認できる。

　第 1に，家電，情報通信機器，パソコンおよび周辺機器など家電・IT機

器の輸出拠点の核が日本から東アジア（日本を除く）へとシフトした。世界

輸出に占める日本の輸出割合は1990年と2001年を比べると，パソコンおよび

周辺機器（18.4％→7.0％），情報通信機器（31.5％→6.4％），家電（25.7％→8.5

％）において大きく低下した（表 2参照）。日本はもはやパソコンおよび周辺

機器，情報通信機器の輸出拠点ではなくなった。かわって，東アジアが世界

輸出に占めるシェアを，パソコンおよび周辺機器（21.6％→38.0％），情報通

信機器（16.6％→26.4％），家電（29.3％→36.6％）において大きく上昇させた。

東アジアは日本に代わり，家電，パソコンおよび周辺機器の世界最大の輸出

地域となったのである。

　第 2に，日本から東アジアへの家電・IT機器の輸出拠点シフトは，部品

産業にも波及している。日本の輸出が世界に占める割合は1990年から2001年

にかけ，電子部品（18.4％→11.7％），情報通信機器部品（15.8％→10.7％），家

電部品（18.4％→9.6％）において大きく低下し，日本は高度な基幹部品など

一部の部品に限定して輸出するようになっている。一方，東アジアは電子部

品（19.3％→35.5％），情報通信機器部品（32.8％→36.4％），家電部品（20.9％

→27.5％）の対世界輸出割合を高めており，部品の世界的な供給基地として

発展している。東アジアは電子部品，情報通信機器部品については世界市場

における最大のサプライヤーとなった。
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　第 3に，日本から東アジアへの輸出拠点シフトは家電 IT関連産業以外に

も波及した。日本の世界輸出に占める割合は自転車部品（31.4％→11.0％），

オートバイ部品（49.5％→34.5％），オートバイ（59.7％→48.7％），商用車（20.1

％→8.6％）において低下し，逆に，東アジアは自転車部品（32.2％→53.9％），

オートバイ部品（16.3％→28.1％），オートバイ（8.2％→13.4％），商用車（4.2

％→7.4％）において存在を高めている。

　以上のことからいえることは，日本に代わって東アジア（日本を除く）が

家電・IT機器の輸出拠点となるなかで，これら組立てのために日本が基幹

部品などの一部の部品を供給し，東アジアが部品を相互に取り引きする産

業内貿易が発展していると理解できる。この見方は，所得水準で多様性の

ある地域では垂直的産業内分業が発達するという Ecochard［2005］論文や

Fukao, Ishido and Ito［2003］の分析結果とも整合的である。

むすび

　ASEAN，日本，中国，韓国，それに香港と台湾を加えた東アジアの諸国・

地域は，輸送サービスの発展と輸送費の低下により，互いに有機的に連結

され，ひとつの空間領域を形成し，地域化を強めているというのが本章の主

張である。ASEANという地域や日本，中国，韓国の 3カ国地域はそれぞれ

域外貿易に貿易の多くを依存しているのが現状である。ASEANという地域

あるいは日本，中国，韓国の 3カ国地域という空間領域はあくまでも準地域 

（sub-regional）にすぎないのである。しかし，ASEAN10，日本，中国，韓国

に香港と台湾を統合した東アジアという地理的地域になると，域内貿易が貿

易の大半を占めるようになり，しかも域内貿易は拡大している。これは，東

アジアという地理的地域には多様な固有の優位性が存在し，このことが規模

の経済が重要となる現在の貿易において大きな意味をもつからである。実際，

本章に例示した企業の部品の国際調達を見ると，東アジアからさまざまな部
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品を調達し，調達先も多様である。多様な国際部品調達により規模の経済が

実現されている。しかし，部品の国際調達のほとんどは東アジア域内で行わ

れている。現在の輸送技術のもとでは輸送費を考えると経済的な地理的範囲

が規定されてくるからである。

　この政策的含意は，東アジアがひとつのまとまった地域として自由貿易協

定（FTA）を含め，地域協力の制度を構築できれば，規模の経済と輸送費用

の相互作用により，東アジアの生産・流通システムのネットワークは強化さ

れ，各国に共通の利益をもたらすというものであろう。

　ASEAN 6 カ国は2002年末に ASEAN自由貿易地域（AFTA）の第 1段階を

実現し，2010年には ASEAN 6 カ国と中国が，そして2015年までに ASEAN

新規加盟国と中国が ASEAN・中国 FTAをそれぞれ実現する。日本企業は

ASEANに多くの生産拠点を構築してきたが，もはや，ASEAN各国に同じ

ような生産拠点を設ける必要性は低下している。東アジアの地域経済統合が

進む過程において東アジアの産業集積はどのように変革されていくのであろ

うか。

　この問いに対する本章の結論は，市場統合は広義の輸送費を低下させ，本

章の事例で取り上げたハードディスク・ドライブのような垂直的生産ネット

ワークが多くの産業に広がるというものである。そこでは，輸送費が十分に

低下すれば，各国固有の立地優位性がより重要となり，特化が進むであろう。

各国・地域が固有の立地優位性をさらに強化できなければ，地理的近接性の

力が働き，製造拠点はわずかの拠点に集中立地するであろう。地理的近接性

は集中する力となり，一方，各国固有の立地優位性は分散を支える力となり，

集中と分散の力のせめぎあいの結果，東アジアの産業集積は絶えず変化する

であろう。現在は，中国と東南アジアにそれぞれにおいて量産化する複数均

衡が選択されている。東南アジアでは金属加工やプラスチック成型に強いタ

イに機械産業の集積が進んでいるように見える。しかし，そうした現在の均

衡も必ずしも安定的ではない。実際，東アジアにおける均衡は短期間に急速

に変化してきた。フィリピンには日立，東芝，富士通の進出以降，新たなハ
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ードディスク・ドライブの進出は見られない。インドネシアでも，エプソン

がインクジェット・プリンターを生産しているが，拡張はあっても大きな進

出は見られない。マレーシア，フィリピンの生産拠点は裾野産業が発展して

いる中国やタイに移転している。この政策的含意としては裾野産業の育成が

重要であるという点である。すなわち，エンジニア確保の容易性，人的資源

を育成強化する訓練施設，政府の投資受入れ体制整備など，投資環境を絶え

ず整備強化していかなければ，輸送費が低下し規模の経済・収穫逓増が重要

な意味をもつ現代においては，たとえ中国やタイの均衡といえども安定とは

いえない。集積が相対的に薄れているインドネシア，マレーシア，フィリピ

ンは裾野産業が発展できる投資環境の整備に今まで以上に取り組まなければ

ならないであろう。

〔注〕
⑴　2005年 8 月25日，富士通タイランドにおけるインタビューによると，人件
費が相対的に低下しているのに対し，輸送費は人件費に対し相対的に値上が
りしている。納品する輸送費は売上げ額の 1 ％に達し，それは人件費（同 2
％）の半分もかかっている。このように輸送費は高いが，製品の価格が毎月
1 ％以上下落していくことを考えるとリードタイムの短縮が課題となってい
る。また，2005年 8 月25日，キャノン・ハイテクタイランドにおけるインタ
ビューによると，製品は投入から 3カ月でピークを迎え，価格は下落する。
キャノン・ハイテクタイランドの場合，部品の調達費用は部品の見積もりに
輸送費（梱包費を含め）の 2％から 5％に達する。Dell Malaysia （Penang）に
おける2005年 8 月29日のインタビューによると，輸送費は売上げ額の 2 ％か
ら 3％に達し，人件費（同 2％）よりも高い。2005年 8 月31日における Soode 

Nagano Malayisiaにおけるインタビューでも，輸送費は売上げ高の 1％強かか
り，梱包代がさらに 1％，出荷時に全体で 5％の費用を見込んでいる。
⑵　ペナンに本拠地をおくマレーシアの電子デバイスのエンジニアリング企業

LKT，同じく Engtekとのインタビュー（2005年 8 月30日）。
⑶　例えば，ハードディスク・ドライブのモーターを生産する日本電産（Nidec）
は得意先の近くで生産する“made in market”を企業戦略としている。
⑷　2005年 8 月25日キャノン・ハイテクタイランド，2005年 8 月26日タイトヨ
タにおけるインタビュー。
⑸　Dell Malaysia（Penang）によると，受注から納品までのリードタイムは従来
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30日から60日かかっていたが，現在では 7日から10日に短縮されている。
⑹　広義の輸送費低下の要因は，輸送サービスの発達以外には，通関手続きの
簡素化，道路・港湾・通信施設等のインフラの整備，輸出目的の関税払戻し
政策，物流産業への外資開放などの政策努力，さらにはインターネットの普
及が考えられるであろう。
⑺　2005年 8 月31日 Soode Nagano Malayisiaにおけるインタビュー。
⑻　2005年 8 月25日キャノン・ハイテクタイランドにおけるインタビュー。
⑼　Kuchiki［2005］は核となる基盤企業をアンカー企業と呼んでいる。
⑽　2003年10月17日日立（フィリピン）におけるインタビューによる。
⑾　新しい貿易理論については Krugman［1991］による貿易パターンの決定要
因に関する研究成果がある。
⑿　商品グループについては Hiratsuka［2005］を参照。
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